
地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費
その他社会保障施策に要する経費

（歳入）

　・市町村交付金（社会保障財源化分） 千円

（歳出）

　・社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】
（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他
うち引き上げ分の地
方消費税交付金（社
会保障財源化分）

民生総務費 81,117 2,450 6,500 72,167 6,996

福祉総務費 27,630 3,073 438 24,119 2,338

遺家族援護費 578 578 56

身体障害者等福祉費（障害
者自立支援給付費）

360,812 246,691 3,100 111,021 10,762

老人福祉費 8,388 1,715 6,673 647

老人保護措置費 84,253 14,443 69,810 6,767

在宅福祉費 12,619 418 12,201 1,183

児童福祉総務費 86,848 45,459 200 100 41,089 3,983

保育所運営費 238,876 171,015 120 67,741 6,567

利用者支援事業 9,339 6,406 2,933 284

地域子育て支援拠点事業 12,049 8,686 40 3,323 322

子ども家庭総合支援拠点事業 6,041 2,290 3,751 364

児童手当費 67,516 56,965 10,551 1,023

小計 996,066 544,750 200 25,159 425,957 41,292

国民健康保険事業費 68,659 37,366 31,293 3,034

介護保険事業費 223,133 16,459 206,674 20,035

後期高齢者医療事業費 64,851 37,191 27,660 2,681

小計 356,643 91,016 265,627 25,750

健康づくり対策費
（健康長寿のまちづくり推
進事業）

1,208 48 1,160 113

保健事業費 56,608 9,411 725 46,472 4,505

病院費（繰出金） 370,000 370,000 35,868

小計 427,816 9,411 773 417,632 40,486

1,780,525 645,177 200 25,932 1,109,216 107,528

※地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、各事業に要する一般財源の比率に応じて按分して充当しています。
人件費（職員給与費）及び事務費は除きます。よって、予算額とは一致しません。
本表は、消費税率引き上げに伴う財源の充当先（社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費）」を示すもの（総務省事務通達）
であり、下記はその中で使用される用語及び事例を抜粋したものです。
※１
社会保障４経費：制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する経費
※２
その他社会保障施策に要する経費：社会福祉、社会保険及び保健衛生に関する施策
※３
社会福祉：生計の困難な者や心身に障害のある者に対して必要な援助を行う等国民の生存権を確保することによって、国民生活の内容を
豊かならしめること
事例）生活保護、児童福祉、母子福祉、高齢者福祉、障害者福祉　など
※４
社会保険：保険的方法によって社会保障を行う制度の総称で、法令に基づき実施される「強制保険」的な制度
事例）国民健康保険、介護保険、年金　など
※５
保健衛生：国民の健康を保つための施策
事例）医療に係る施策、感染症その他の疾病の予防対策、健康増進対策　など

社会福祉

・生活保護
・児童福祉
・母子福祉
・高齢者福祉
・障害者福祉
　　　　など

社会保険

・国民健康保険
・介護保険
　　　　など

保健衛生

・医療に係る施策
・予防対策
・健康増進対策
　　　　など

計

107,528

1,780,525

事業名
R6

当初予算額

一般財源


